								　
吹田市高齢福祉室計画グループ　宛

防災改修等（大規模修繕・耐震化・非常用自家発電設備整備）に対する
補助金に係る意向調査票【地域密着】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　在　地　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法　人　名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　　

	事業所名
	

	施設種別
	☐　地域密着型特別養護老人ホーム
☐　定員29人以下の介護老人保健施設
☐　定員29人以下の介護医療院
☐　定員29人以下のケアハウス
☐　都市型軽費老人ホーム
☐　定員29人以下の養護老人ホーム
☐　認知症対応型通所介護事業所
☐　認知症高齢者グループホーム
☐　小規模多機能型居宅介護事業所
☐　看護小規模多機能型居宅介護事業所
☐　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
☐　介護予防拠点
☐　地域包括支援センター
☐　生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）
☐　緊急ショートステイ
☐　施設内保育施設

	事業所所在地
	

	担当者氏名
	
	電話番号
	

	メールアドレス
	









裏面にもご記入ください。

	補助対象事業
	☐　利用者等の安全確保等の観点から実施する大規模修繕等事業（※1）
☐　耐震化を目的とした改修事業（以下に該当する施設であること）
　→耐震診断の結果、震度６強以上の地震で倒壊の危険性がある高齢者施設等（昭和56年５月31日までに建築確認申請が受理されていた旧耐震基準による建築物に限る。）であるか
　　　☐該当する　☐該当しない
☐　非常用自家発電機設備の設置
→以下の条件全てを満たすこと
　　☐　専ら非常時に用いるものであって、設置に当たり施設に付帯する工事を伴うもの
☐　電気及びガス等のライフラインや物資等の供給が寸断された状況下においても、発災後３日間（72時間）以上の高齢者施設等の事業継続が可能であると認められるもの
☐　津波や浸水等の水害や土砂災害等の影響を受けず、耐震性が確保される場所への設置

	事業内容
（具体的に）
	

	開設年月日
	　　年　　月　　日
	協議対象部分の
改築・改修年月日
	☐　　　　年　　月
☐　　　該当無し

	建物竣工年月日
	　　年　　月　　日
	
	

	全入所（居）者、
利用者の数（延べ人数）
（R7.4～R8.3）（※2）
	　人
	左のうち、医療的配慮（人工呼吸器・酸素療法・喀痰吸引等）が必要な者（延べ人数）
（R7.4～R8.3）（※2）
	　　　　　　人

	福祉避難所
指定状況
	☐あり　　　☐なし

	ＢＣＰ(事業継続計画の策定状況)
	☐作成済　　☐作成見込み（作成予定時期：　　　　　　）　☐未作成

	非常災害対策計画
	☐作成済　　☐作成見込み（作成予定時期：　　　　　　）　☐未作成

	併設される老人短期入所施設がある
	☐あり（面積按分がわかる資料を添付してください）　　☐なし

	所有権の状況
	建物
	☐自己所有　　　☐借家

	
	土地（賃貸借物件の場合は権利義務、財産処分等の関係確認をお願いします。）

	☐自己所有　　　☐借家

	補助金交付予定の財産への抵当権
	☐設定有　　☐設定無

	工事見込額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	予定工事期間
	令和　　年　　月　～　　　　令和　　年　　月裏面にもご記入ください。


	設置に関する
資金内訳
	自己資金
	　　　　　　　　　　　　円

	
	借入金
	　　　　　　　　　　　　円

	
	補助金
	　　　　　　　　　　　　円

	
	寄付金等
	　　　　　　　　　　　　円


※1　事業内容の詳細は、「別添5_実施要綱改正案」の別記をご覧ください。
※2　「延べ人数」とは、例として右のような考え方となる。（例）一施設に1日15人が365日間利用した場合　15×365＝5,475　（5,475を記入）
